
令和５年第１３回 琴浦町教育委員会定例会 日程

と き：令和５年１２月２２日（金）13:30～

ところ：まなびタウンとうはく 第 1会議室

１ 開 会

２ 議事録署名委員の指名（森田委員、黒松委員）

３ 教育長あいさつ

４ 各課報告

５ 議 事

６ 報告事項

７ 協議事項

・令和６年度における各課の取り組み方針(案)について

８ その他

・生徒指導報告について

９ 閉 会

次回定例会：令和６年１月 日（ ） １３時３０分～



１２月定例議会一般質問に係る答弁

１２月定教育委員会

教育長 河原裕司

中学生議会・女性模擬議会で様々な提言がなされたが、町の施策としてどのように取り組むのか（小椋憲浩議員）

町内の両中学校から議員として１８名、傍聴席にも６名の生徒が参加しました。高校の魅力化について、グループで
話し合いを行い、質問内容をまとめたと聞いています。質問を行うには、しっかり準備をする必要がありますから、進
学という近い将来について、調べたり、考えたりする良い機会となったと思っています。
また、当日はこの議場を会場に行われ、演台で堂々と質問、発表する姿が見られました。こうした経験は、政治や行
政に興味を持ち、参画するきっかけの一つにもなったと思います。
女性模擬議会は、３回目の開催でしたが、今回は、国際理解教育と学校給食に関する質問をいたきました。
国際理解教育については、次年度に向けて、中学生の交流事業を検討していること、学校給食の有機栽培野菜等の取
り扱いについては、学校給食会の提供ルートに乗るようなことがあれば検討したい旨をお伝えしました。
特に、今回は高校生が女性議員として参加したり、チラシ作成にも琴浦町の女子高生が参画したりと、広がりを感じ
るものとなりました。
施策としてどのように取り組むのか、というご質問ですが、このような議会のみならず、ざまざまな会議等でも、様々
な視点での意見や提案を参考にしていきたいと思います。
学校給食の無償化について（川本善孝議員）

給食費の無償化についてのご質問をいただきました。
まず、教育費についてご説明します。決算額は事業の内容により、年度によって大きく増減することを、まず、ご理
解いただきたいと思います。近年においては、町内の小中学校の普通教室にエアコンを導入、GIGAスクール構想に伴
うICT環境整備などが、多額の変動の要因となっています。
学校給食法によって、給食に係る経費の負担区分が規定されています。つまり、給食費の無償化については、国がそ
の責任において実施すべきものと考えます。琴浦町議会においても、令和５年３月、「学校給食の無償化を国に求める意
見書」を全会一致で採択し、国に提出していただいたところです。
琴浦町では、保護者の負担軽減について、以前から取り組んでいます。
全保護者に対して、負担額の一部補助を行っていますし、物価高騰による食材費増加に対しても、増額補正により全
保護者の負担増を回避したところです。また、お子さんが特別支援学級に在籍している場合には半額補助、支援を必要
とする世帯については、就学助成制度により全額補助を行っております。
保護者への負担軽減を引き続き行いながら、あらゆる機会を通じて、国に要望していきたいと思います。
不登校の現状とその対策について（手嶋正巳議員）

不登校児童生徒の現状ですが、全国、県内においても増加傾向にあります。１０月末の不登校出現率は、琴浦町は中
部地区をやや下回る状況ですが、増加傾向という面では同様です。
小学校では、中部地区で1.43％ 琴浦町で1.22％ 中学校では、中部地区で5.56％ 琴浦町で5.44％
となっています。半数以上は昨年度からの継続者ですが、新規の不登校児童生徒がいることも事実です。
次に、対策ですが、学校の教育活動の充実と、支援体制の充実の両輪で進めていくことが重要であると考えています。
まず、「教育活動の充実」について、児童生徒が仲間同士で話し合ったり協力したり、人と人とのつながりを大切にしな
がら活躍できる場面、自己表現できる場面、認められる場面を意識しながら、自己肯定感・自己有用感が感じられる教
育活動を積み重ねていくことが重要です。学校が楽しいと思える「温かい学級づくり」、「分かる授業の実施」「学級活動、
生徒会活動、学教行事といった特別活動の充実」など、教職員は、日々より良い教育活動にするために、知恵を出し合
い、話し合い、協力しながら丁寧な準備を行い、児童生徒を中心に据えた教育活動に汗を流しています。
次に、「支援体制の充実」です。不登校の要因・背景はそれぞれ違います。管理職、担任、教育相談担当、養護教諭、
SCなどの校内教職員のみならず、教育委員会配置のSSWも頻繁に学校と連携して、早期対応、個別支援のために、定
期的、また必要に応じて対応会議や、当該児童生徒や保護者を交えた支援会議を開催しながら、PDCAサイクルで支
援・対応を続けています。
不登校が続いている児童生徒には、継続的な個別支援が必要です。まず、当該児童生徒の「居場所づくり」が必要で



す。校内であれば、当該児童生徒と保護者と話し合いを行いながら、相談室、空き教室などで安心して過ごせる場所を
つくり、少しずつ友だちとの交流機会や、個別学習を増やしながら、エネルギーや自信を高める、そのような支援を広
げていくことを意識しながら取り組んでいます。校外でも、当該児童生徒、保護者が希望すれば、フリースクールや中
部こども支援センター、教育支援センター（ハートフル）の自宅学習支援事業などでの学習・活動を通して、自立につ
ながる支援を学校と連携して進めています。
加えて、役場関係課、児童相談所、医療機関等の外部機関と連携をとりながら、多面的に専門家の視点も交えながら
見立ても行い、支援を行っているところです。
小中学生の農業体験の実施状況等と来年度以降の農業体験等の計画について（川本正一郎議員）

小中学生の農業体験の実施状況と考察についてご質問をいただきました。
今年度実施した主な事業として、町内の小学校３年生、または４年生が２０世紀梨の栽培体験として、袋かけ、収穫
等の作業を行いました。両中学校では、２年生が職場体験学習を実施しており、農業関係では、酪農家で牛の世話をし
たり、芝の出荷作業をしたり、野菜の収穫作業を体験させていただきました。東伯中学校では、町内の団体の協力で、
蕎麦の栽培から収穫、蕎麦打ちなどを体験しました。
また、各校で工夫しながら学校農園も活用しています。例えば、浦安小学校では、地域住民（農業委員さん）をゲス
トティーチャーに招き、２年生は夏野菜栽培、３年生は大豆栽培、きなこづくり体験などの指導を受けています。赤碕
中学校では、特別支援学級の生徒や部活動の総合文化部で学校農園を活用した栽培体験を実施しています。
来年度以降について、全校がコミュニティ・スクールとなった今、さらに地域の方々と学校が一緒になって、ふるさ
と琴浦町を誇りに思う子どもたちを育てるために、地域の特色を生かした多様な取り組みや体験学習が、熟議・検討さ
れ、実施されることが期待されるところです。
子どもの休み方改革「ラーケーション」の導入について（桑本 始議員）

子どもの休み方改革「ラーケーション」の導入について、ご質問をいただきました。
大変興味深い取り組みだと思い、調べました。
愛知県全体で進めている「休み方改革プロジェクト」の一環として、今年９月から、県内小中学校、高校で順次取り
組みが始まっています。「ラーケーションの日」は、学校外での体験や学びの活動を平日に年３日以内、その日は欠席扱
いにならず、子どもと保護者が計画し、実施するものです。
効果としては、土日が仕事などで、子どもと休みが合わない家庭も平日に家族で一緒に過ごせる。有給休暇取得の促進
や観光の分散化など社会的な効果も期待される取り組みです。
しかし、課題もありました。経済的に恵まれ、旅行や自然体験に熱心な家庭を後押しする取り組みであり、家庭環境
により差が生まれる。休んだ分の学習は、家庭での自習で補う。学校行事等で児童生徒がそろわないことが生じる。名
古屋市では、「休みが取れる家庭と取れない家庭で、学級内で明暗の差が生まれ、公平性を欠く」という理由で、今年度
の導入を見送っています。
ご存じのことと思いますが、鳥取県でも、体験的な学習活動のための休業日として、「体験的学習活動等休業日」の制
度があります。琴浦町は令和３年度より、その他では、鳥取市、南部町、また、県立学校も導入しています。
これは４月末から５月始めにかけてのGWの狭間の平日や、９月の「敬老の日」や「秋分の日」と土日との狭間の平日
に、町内一斉に休業日にすることにより、大型連休をつくることで、子どもと保護者等が体験的な活動を行ったり、体
験学習的なイベントなどに参加したりする機会を生み出し、子どもたちの心身の健全発達を促進する環境を醸成するも
のです。また、保護者の休暇取得を促進することもねらいとしています。
しかし、本町においても、この休業日を活用していない家庭が少なくない状況もあり、休業日の趣旨、制度を保護者、
地域などにさらに浸透させていくことで、保護者が休暇を取得し、子どもと体験的な活動・学習をしようという機運を
高めていかなくてはならないと思っています。
まずは、体験的学習活動等休業日の周知に努め、活用を促進していきたいと思います。



サッカー場人工芝整備に関する住民への情報提供について（田中 肇議員）

サッカー場の人工芝整備に関する住民への情報提供についてのご質問ですが、まず、先月、主にサッカー場を利用し
ている団体に対して説明会を行い、今後の整備にあたって、意見や要望をいただいています。
サッカー場の人工芝整備については現在、設計中であり、その概要や、工スケジュール等がまとまった時期に、ホーム
ページや町報等でお知らせしていく予定です。併せて、工事のスケジュールによって、サッカー場が使用できない時期
がありますので、行政放送やLINEなども活用し、随時、必要な情報をお知らせしていきます。
多目的広場などの芝生化について（田中 肇議員）

多目的広場等の芝生化についてですが、多目的広場、野球場等を含め、様々な施設の使用状況等を踏まえ検討してい
きたいと思います。
また、現在のサッカー場の天然芝の再利用についても、令和６年度中には活用案を検討し、町有施設において、再利
用、リユースする方向で考えたいと思います。
地区公民館の設備・機能のあり方についてのどのように考えているか（川本善孝議員）

浦安地区公民館の設備について、議員ご指摘の通り調理室はありません。調理室については、移転前の利用者説明会
において、新たに整備するのではなく、近隣のまなびタウンなどの施設を利用していただくという説明でご理解をお願
いしていますが、現在でも「そば打ち体験」の事業など、水場が近くにある大会議室を利用し工夫をしながら実施して
いるものもあります。
次に、地区公民館の設備・機能のあり方についてのご質問ですが、住民相互の学び合い・交流、居場所つくりなど、
地域のコミュニティの拠点として、既存の施設等の有効利用を含め、各館の事業内容や実情に応じて、「必要な設備」を
整えていきたいと思います。併せて、地域の拠点となるため、魅力ある「事業」や「しかけ」も工夫し、「機能」もより
強化していきたいと思います。



令和５年１２月教育委員会定例会報告

教育総務課

１．令和 5年度就学援助支給認定について（別紙１）

追加認定

入学前支給認定

２．校区外・区域外就学の承認について（別紙２）

３．全国中学校駅伝大会結果について

赤碕中学校（男子）出場

と き 12月 17 日（日）

ところ 滋賀県希望が丘文化公園

４．外国人生徒の受入れについて

ハン サルマンさん（15歳）

パキスタンから転入、東伯中学校１年生に編入



ア　生活保護法に基づく保護の停止又は廃止 イ　市町村民税の非課税

ウ　市町村民税の減免 エ　個人の事業税の減免

オ　固定資産税の減免 カ　国民年金の掛金の減免

キ　保険料の減免又は徴収の猶予 ク　児童扶養手当の支給

要保護者（生活保護法第６条第２項）

準要保護（要保護者に準ずる程度に困窮していると認められる者）

ケ　生活福祉資金貸付等による貸付

コ　その属する世帯の収入額が教育委員会が別に定める認定基準額に満たない者

サ 当該年度において、会社の倒産、事業の閉鎖若しくは家庭事情の変動等により所得が著しく減った
者で、支給の必要があると教育委員会が認めた者

就学援助の認定について

次のとおり、就学援助の認定について、琴浦町就学援助支給に関する要綱(令和５

年教育委員会訓令第１号)第７条の規定により決定しました。

申請者一覧

〈参考〉琴浦町就学援助支給に関する要綱

（対象者）

番

号

学校名 学

年

新規

継続

住所 認定の

根拠

需要額測定

収入額(Ａ) 需要額(Ｂ) Ａ/Ｂ

１ 八橋小学校 ２ 新規 琴浦町八橋 ク ― ― ―



令和５年度就学援助新入学児童生徒学用品費等入学前支給の認定について

琴浦町就学援助支給に関する要綱（平成 19年琴浦町教育委員会訓令第１号）の規
定に基づき、つぎのとおり決定したので報告します。

【令和５年度：新入学児童生徒学用品費等入学前支給】

学校名
申請

件数
認定 不認定

浦安小学校 1 1 0

聖郷小学校 1 1 0

八橋小学校 6 6 0

赤碕小学校 3 3 0

船上小学校 2 2 0

東伯中学校 10 10 0

赤碕中学校 7 7 0

合 計 30 30 0



校区外・区域外就学の承認について

次のとおり、琴浦町立小学校及び中学校の校区外就学等に関する認定要綱(平成 20 年教育委員会

訓令第３号)第２条第１項の規定に基づき承認しました。

【校区外就学】

【区域外就学】

〈参考〉

琴浦町立小学校及び中学校の校区外就学等に関する認定要綱(平成 20 年教育委員会訓令第３号）

（認定要件）第２条

(1) 学年中途等の転居の場合 (2) 新築等により転居予定先区域の学校に就学する

場合(転居先住所が確定している場合に限る。)

(3) 小学生の保護者が共に仕事に従事し、児童の下校

後、自宅に保護者がいない事情にある者で、預かり

先所在地の指定校に就学を希望する場合

(4) 児童生徒の心身の事情、いじめ、不登校等によ

り、指定校へ通学することが困難であり、当該事情

に即応した他の学校への就学を希望する場合

(5) 通学の利便性など地理的事情による場合 (6) DV、家庭事情等により、住民票の異動手続がで

きない場合

(7) 部活動等学校独自の活動による場合 (8) 兄弟姉妹が指定校を変更し、通学している学校

への就学を希望する場合

(9) 校区外就学の承認を受けている児童が、当該区域

への中学進学を希望する場合

(10) 校区外就学の事由の解消に伴い、指定校が変更

となる場合に、周囲の環境又は友人関係を維持する

ため、今まで通っていた学校に引き続き通学を希望

する場合

番

号
学年

校区外

就学校
指定校

校区外

就学期間
住所

認定

要件
備考

１ 新小１ 浦安小学校 八橋小学校
令和 6年 4月 1日～

令和 12年 3月 31 日

琴浦町徳万

（転入予定）
（５） 新規

２ 小３ 聖郷小学校 赤碕小学校
令和 5年 12 月 5 日～

令和 6年 3月 31 日
琴浦町赤碕 （１） 新規

３ 小１ 聖郷小学校 赤碕小学校
令和 5年 12 月 5 日～
令和 6年 3月 31 日

琴浦町赤碕 （１） 新規

番

号
学年

区域外

就学校
指定校

区域外

就学期間
住所

認定

要件
備考

１ 小２ 船上小学校 車尾小学校 令和 5年 11 月 29 日～ 鳥取県米子市 （１） 新規



令和５年12月教育委員会定例会報告

社会教育課

１．琴浦町部活動在り方検討会の開催について

日時：１２月２６日（火）18：30～

内容：国・県の部活動地域移行の方針、現状や課題の共有等

委員：別添名簿のとおり

２．開発行為を行う際の埋蔵文化財の確認について（別添、町HP記事参照）

文化財保護法では、埋蔵文化財の存在が知られている土地において土木工事

などの開発行為を行う場合、または新たに遺跡を発見した場合には、県などへ

の届け出が必要となります。

認知不足であるため、ホームページ、町報などで再度周知を行います。

３．地域運営組織条例（案）について（別添、12/8 議会全員協議会提出資料参照）

●「公民館を基軸とした」取り組みについて

・公民館は、社会教育を通じて人を育て、繋がり、地域づくりの基盤をつくる。

・地域の課題を地域の主体性をもって解決しようとする組織が地域運営組織であり、

公民館活動を通じて組織が立ち上がった地区は、公民館も一緒に取り組んでいく。

●公民館長の役割

・社会教育、生涯学習に関する情報共有や研修等の実施、他地区との情報交換に参

加し、社会教育の推進について認識の確認を行う。

・研修や情報交換の内容を地区ごとの公民館事業に活かす（協議会組織がある地区

は、得た情報を協議会活動に活かす）

・地域活動の拠点としていくための施設の管理や使用許可等の業務、など

●今後の予定

・12/25に議会勉強会を実施。

・地域運営組織条例については今後、パブリックコメントを行った上で、3月議会

上程を目指す。あわせて、公民館条例の一部改正も行う。

４．まなタン教養講座「かんたん和菓子作り＆茶道体験」について（チラシ参照）

日時：令和6年1月 21日（日）13：30～15：30

会場：まなびタウンとうはく 調理室、茶室

協力：琴浦町食生活改善推進員連絡協議会

5．元旦マラソン＆ウオーキング大会の開催（チラシ参照）

別紙のとおり、2会場（分庁舎玄関前、総合体育館）で実施されます。

日時：令和6年1月 1日 9：30スタート



琴浦町部活動在り方検討会 委員名簿

（任期：令和７年度末）
分野 組織・団体等 備考・役職等 氏名

１ 学識経験者 学識経験者
２ 学校代表 校長会 浦安小学校長 齋尾 二美世
３ 〃 校長会 東伯中学校長 眞山 隆博
４ 保護者代表 小学校 PTA 八 橋 小 学 校

PTA会長
山根 純一

５ 〃 中学校 PTA 赤 碕 中 学 校
PTA会長

池山 渉

６ 部活動 中学校部活動担当
教員

赤 碕 中 学 校
部活動担当

山口 源太

７ 部活動 部活動指導員・外部
指導員

東伯中バドミ
ントン部

竹中 勝利

８ 地域スポーツ団体 町スポーツ少年団 指導者協議会
長

野田 悦子

９ 〃 町スポーツ協会 会長 田子 義則
10 〃 町スポーツ推進委

員
会長 丸山 保

琴浦町教育委員会事務局 教育長 河原 裕司
教育総務課 課長 桑本 真由美

参事兼指導主事 岸田 和久
社会教育課 課長 山根 利恵

課長補佐兼社会体育
係長

柏木 貞昭

生涯学習係 主任 谷田 明日香
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かんたん
和菓⼦作り

＆

茶道体験

申込〆切
1月12日(金)

会 場 まなびタウンとうはく�3階
    調理実習室、茶室

対 象 琴浦町にお住まいの⽅
    ※⼩学⽣以下のお⼦様は、保護者の
     付き添いが必要です
持ち物 参加費��300円
    エプロン、三⾓⼱、マスク

⽇ 時 令和�6�年�1�⽉�21�⽇�（⽇）
    13�:�30�∼�15�:�30（受付�13�:�00�∼）

まなびタウン教養講座まなびタウン教養講座

協⼒：琴浦町⾷⽣活改善推進員連絡協議会

和菓⼦（⾖腐⼊り団⼦、いちご⼤福）を
作ったあと、抹茶と⼀緒にいただきます
指導…(和菓⼦)�⾷⽣活改善推進員の皆さん
   (茶 道)�前畑�憲恵�さん

琴浦町教育委員会　社会教育課申込・お問合せ先

(0858)52-1161電話： 電�もしくはバーコードから

お申し�みください

※⾷物アレルギー等がある⽅は、申込の時にお伝えください



お楽しみ抽選会開催します

集合場所 役場分庁舎玄関前

受 付 午前 ９：００～９：１５

開 会 式 午前 ９：１５

スタート 午前 ９：３０～(ウォーキングから)

《種 目》ウォーキング ３．５ｋｍ マラソン ５ｋｍ

大好評！初詣をかねて、神社をひと回り

《コース》 役場分庁舎 ⇒ 天乃神奈斐神社 ⇒ 神崎神社 ⇒ 亀崎神社

集合場所 総合体育館玄関前

受 付 午前 ９：００～９：１５

開 会 式 午前 ９：１５

スタート 午前 ９：３０～(マラソン５ｋｍから)

《種 目》ウォーキング 総体 ⇒ 大元神社

⇒ 丸尾JRガード横⇒ 総体（２．２ｋｍ）

マラソン １ｋｍ・３ｋｍ・５ｋｍ

マラソン折返し⤴ウォーク折返し⤴



令和５年１２月教育委員会報告事項

令和５年１２月２２日

人権・同和教育課

１ 人権施策基本方針の改訂について

人権が尊重されるまちづくりを総合的かつ計画的に推進していくための指針

となる、琴浦町人権施策基本方針について、このたび実施計画の追加と全体の

改訂を行いました。

（１）改訂までの過程

① 町人権尊重の社会づくり審議会 （６回）

② 庁内チーム会議 （３回）

③ 有識者（大東文化大学 一盛教授）の助言・指導 （２回）

④ パブリックコメントの実施

・募集期間：１１月７日～１１月２７日

・意見提出状況：６人（３４件）

・意見についての対応状況：

反映する（１４件）、既に盛り込み済み（４件）、今後の課題とし

て検討（３件）、その他意見等（１３件）

(２）概要 別添概要版のとおり



第1章 基本的な考え方 

    琴浦町人権施策基本方針   令和５年12月改訂（概要版）

町では「琴浦町人権尊重の社会づくり条例」に基づき、令和３年度に町の人権施策の総合的かつ
計画的な推進を図るための基本となる方針を示した「琴浦町人権施策基本方針」を策定しました。

このたび、基本方針を具体化し、取り組むべき人権施策関連事業を推進するために、それぞれの
人権課題に対する具体的な事業等について、基本方針の第４章に「具体的な取り組み（実施計
画）」として追加しました。併せて第１章～第３章の内容についても、新たに顕在化した人権課題
や法律等の整備状況を踏まえ見直しを行いました。

●人権施策基本方針の位置づけ
 「琴浦町人権施策基本方針」は、本町の人権施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本と
なる方針を示すものです。

●人権尊重の基本理念
 基本理念:『一人ひとりが尊重され、心豊かにつながりあうまちづくり』

    学校、家庭、地域、企業・職場などさまざまな場面を通じて教育及び啓発の推進を図るとともに、

各人権課題について、相談･支援の充実、社会参画の推進、雇用･就労の促進、社会福祉の増進等、
さまざまな施策を通して、「誰もが個人として等しく尊重され、多様性を認め合う差別のない社会
の実現」「自己の能力が発揮でき、生きがいのある人生を創造できる社会の実現」「誰もが安全で
安心して暮らせる社会の実現」に向けて取り組みます。

●計画期間

　令和５（２０２３）年度から令和９（２０２７）年度の５年間とし、その後は原則として５年毎
に計画の見直しを行います。

●推進体制

　「町人権尊重の社会づくり審議会」において、毎年事業の実施状況や進捗状況等について、点
検・評価を行い、その結果を以後の施策に反映させていくPDCAサイクルを推進します。

第２章 人権施策の推進方針 

  基本方針改訂の趣旨 

  

  
1 協働による人権尊重のまちづくり
・町の責務、町民の役割、事業者の役割

2 人権・同和教育、啓発の推進
・就学前、学校、地域、家庭、企業等における人権・同和教育、啓発の推進

3 推進体制の確立・調査の実施

・人権の視点に立った行政の推進及び職員の資質向上
・国、県、関係団体等との連携及び推進体制の充実
・意識調査等の実施及び活用

4 相談支援の充実

・国、県と連携した相談支援体制の充実 
・地域共生社会の実現に向けた重層的支援体制の整備

5 差別事象への対応

・「琴浦町差別事象等対応マニュアル」に基づく速やかな対応

6 ユニバーサルデザインの視点に立った施策の推進

・教育・啓発の推進
・ユニバーサルデザインの推進



 １　男女共同参画に関する人権

（１）男女共同参画への理解促進
（２）誰もが活躍できる環境づくりの推進
（３）誰もが安心して暮らせる地域社会づくりの推進

 ２　子どもの人権

（１）子どもの健全育成の推進
（２）発達支援・特別支援教育の充実

（３）いじめ、不登校等に対する施策
（４）児童虐待防止への取り組み
（５）子どもの貧困対策

（６）子どもの権利・意見の尊重

 ３　高齢者の人権

 ５　部落問題

 ４　障がいのある人の人権

(１）部落問題の正しい理解　　　　

(２）発達段階に応じた教育・啓発の推進
(３）文化センター事業の取り組み　　　　　　　　　　　　　　　 

(４）差別の解消に向けた取り組み                    

（１）障がいのある人への理解
（２）地域生活への支援の充実
（３）雇用・就労の支援と社会参加の推進

（４）障がいのある人が安心して暮らし続けられるま
ちづくり

（１）社会参加、自立、生きがいづくり
（２）福祉・介護サービスの充実
（３）権利擁護体制の充実

（４）高齢者が安心して暮らし続けられるまちづくり

 ６　アイヌ民族の人権

  アイヌの人々に対する理解

 ８　病気にかかわる人の人権

 ７　外国にルーツがある人の人権

 ９　刑を終えて出所した人の人権

 10　犯罪被害者等の人権

 11　インターネットにおける人権

 12　北朝鮮当局による拉致問題等

 13　生活困窮者の人権

 14　性的マイノリティの人権

 15　災害等に起因する人権

 16　個人情報の保護

 17　その他の人権課題、新たな人権問題

（１）国際理解・交流の推進
（２）生活情報提供・相談支援体制の充実
（３）社会参画の推進

（１）病気に対する正しい知識の普及啓発　　
（２）病気にかかわる人の人権を守る取り組み　

（３）認知症関連施策の充実　　　      

  更生・社会復帰に向けた取り組み　            

（１）犯罪被害者等への理解の推進　
（２）犯罪被害者等に対する支援の推進　　　　　　　　　　　 

（１）ネットにおける人権の教育・啓発　
（２）被害者等への相談支援の推進　　         

  国・県と連携した広報・啓発の推進　　　　　　　　　　　 

（１）自立に向けた支援の推進　

（２）生活困窮者の人権に関する教育・啓発　　　　　　　　　　　 

（１）性的マイノリティに関する教育・啓発
（２）「とっとり安心ファミリーシップ制度」を活用し　
た行政サービスの提供
（３）相談支援体制の充実　　　　　　　　　　　 

（１）要支援者及び被災者への支援体制等の強化　　
（２）適切な情報提供及び教育・啓発　　　　　　　　　 

  個人情報保護の推進　             

　 新たな人権課題等に対する取り組みの推進

  第３章 分野別施策の方針 

　国が掲げる17項目の人権課題を基本に、それぞれの人権課題の現状と課題、施策の基本的方向につい
て明記しました。

  第4章 具体的な取り組み（実施計画） 

各人権課題の施策の基本的方向を推進するための具体的な取り組みを記載しました。実施計画は、毎
年取りまとめを行い、琴浦町人権尊重の社会づくり審議会で各事業の実施状況や進捗状況について、点
検・評価をおこない、その結果を以後の施策に反映させていきます。　 

















多様な教育ニーズに応じた支援体制の充実

・少人数学級の実現【拡】
   30人学級（小学校５年生まで） 6,000千円
・不登校児童生徒の居場所づくり【拡】
   フリースクール利用料助成拡充 2,400千円
・外国人児童生徒等へのきめ細かな支援体制
   母語支援や学習支援のための職員配置 5名
・一人ひとりのニーズに応じた特別支援教育

教職員の働き方改革

・教職員の安全衛生管理の充実【新】
   教職員対象ストレスチェックの実施
   長時間勤務者の医師による面談体制整備
・教職員の業務効率化【新】
   自動採点システムを中学校に導入 231千円

施設設備の整備

・学校施設整備計画に基づくエアコン更新
・点検に基づく計画的な修繕等の実施
・学校給食センター施設設備の更新【新】
   厨房機器の更新計画による整備 47,606千円
   調理室内床補修工事 14,300千円

地域とともにある学校づくり

・独自のふるさと教育を推進【拡】
   各校提案による地域を題材とした教育実践 1,500千円
・中学校部活動の地域連携促進【拡】
   部活動指導員、外部指導者の配置増 
・コミュニティ・スクールの運営支援
   地域と学校の連携に関する先進地視察

グローバル人材の育成
・台湾との中学生相互派遣交流【新】
   台中市日南中学校生徒との相互交流事業 3,000千円
・小中学校英語教育の推進
   英語指導に関する小学校と中学校との連携強化
   小中学校へのＡＬＴ継続配置

ICT活用教育の推進

・教科書改訂に伴うデジタル教科書等の整備
・ICT支援員の配置による活用促進【拡】
   より柔軟な対応に向けて町雇用職員を学校に配置 
・児童生徒用端末更新計画の検討【新】
   令和7年度の更新に向けて共同調達を含め検討

 特色ある学びを支えるきめ細やかな教育環境の充実を図ります
令和6年度 教育総務課



～共に学び、人を育て、つながる地域づくりを進めます～
R６年度　社会教育課

１.生涯にわたる学びの推進 ２.公民館を基軸とした地域づくり
○生涯学習の推進 
・時代のニーズを踏まえた教養講座〔1,122千円〕
・世代に応じた学びの機会の提供
○自立した学習を支援する図書館サービスの充実
・第３次子ども読書活動推進計画の取り組み推進              
・学校・地域と連携した図書サービスの充実
・読書に障がいのある人へのサービス〔139千円〕
○学びの環境整備
・生涯学習センター 空調改修工事【新規】〔500,000千円〕
   地下駐車場消防設備修繕【新規】〔100,000千円〕
  エレベーターの耐震化【新規】〔21,715千円〕等

○地区ごとの社会教育推進と地域づくり活動の基盤づくり
 公民館による「学び、つながる」社会教育活動の充実を進め
るとともに、地区ごとの実態に応じて、地域住民による地域振
興や地域課題の解決といった地域づくり活動の基盤をつくる
○旧安田小学校の改修【新規】〔157,624千円〕
 安田地区のコミュニティ活動の拠点となる施設改修と公民館
の移転に向けた準備
○ふなのえこども園・成美地区公民館の移転【新規】
 R7年３月に完成予定の施設開館に向けた準備
○旧以西小学校の改修準備【新規】
 地域の活動拠点となる施設の改修に向けた準備

３.心身の健康増進を図るスポーツ振興と利用し
やすい環境整備

４.ねんりんピック鳥取大会の成功

○東伯総合公園サッカー場改修【新規】（R6照明、R7人工芝）
○町民の健康づくりや運動の拠点である東伯総合公園や赤碕総
合運動公園等の維持管理と環境整備【拡充】〔400,643千円〕
  赤碕運動公園テニス場、野球場照明、卓球台購入ほか
○若年層や働き盛り世代の体力づくり（スポーツ少年団、ス

ポーツ教室、トレーニングルーム等）

○2024ねんりんピック鳥取大会（ソフトボール競技）の成功
【拡充】〔 千円〕
○ねんりんピック会場の整備【拡充】〔14,729千円〕
  樹木伐採、焼却炉撤去、多目的広場整備ほか
 

５.豊かな情操を育む文化芸術の振興 ６.文化財の保存と活用
○文化芸術団体への支援〔2,530千円〕
 団体の発表機会や町民の芸術に触れる機会の提供など 
○文化振興財団連携事業【拡充】〔399千円〕
 文化振興財団とのパートナー協定と琴浦町誕生20周年を記念
したイベントの実施

○国特別史跡斎尾廃寺跡公有地化〔1,694千円〕
 R５に国追加指定となった指定地の買い上げ
○国特別史跡斎尾廃寺跡発掘調査〔3,970千円〕
 史跡の現況確認と今後の史跡整備に向けた発掘調査の継続
○文化財マップの制作【新規】〔242千円〕



令和６年度 人権・同和教育課のミッション

   【一人ひとりが尊重され、心豊かにつながりあうまちづくり】
  
人権施策基本方針（実施計画）に基づく教育・啓発

 あらゆる人権課題の解消（解決）を図るための教育及び啓発
を行う。

■人権施策基本方針（実施計画）に基づく分野別施策（17分
 野）の推進と検証。
・人権課題の解決、再発防止の教育及び啓発を行う。

■人権フェスティバル
・人権講演、人権啓発パネル展示、人権作文（事例発表）等
 により、町民の人権意識の高揚を図る。

■各文化センターの運営（隣保館・児童館）
・あらゆる人権教育の学習。
・小・中学校学習会で故郷の歴史を学び、人権尊重における町 
 の担い手を育成する。
 

 町民（企業等）と町との協働を推進

■ 人権・同和教育推進協議会
・学校・園部会、行政部会、企業部会、社会教育部会、
 福祉部会による人権教育活動。
・人権課題に対応できるよう各種研修に参加し、学習す
 ることにより、課題解決が図れるよう見識を深める。

■ 人権・同和教育部落懇談会
・町職員と各部落（町民）が協働して人権学習を行い、課題
 解決に向け共通認識をもち、誰もが安心・安全に暮らせる
 町づくりを目指す。
・推進体制の充実

■人権・同和教育に関する「意識調査」の実施
・これまでの人権・同和教育の取組の成果と課題を明ら
 かにし、今後のより効果的な人権・同和教育の推進を
 町民と協働して図る。


